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家庭部門のCO2排出実態統計調査事業

事業イメージ

委託事業

2050年カーボンニュートラルの実現及び2030年度目標（温室効果ガ

スを2013年度比46%削減することを目指し、さらに50%の高みに向け

て挑戦を続ける。）に向けて、家庭部門においても効果的な対策の実施

が課題となっている。一方で、施策効果の見える化・評価につながる家

庭の構成や属性などに紐付いた継続的な家庭におけるエネルギー消費動

向をとりまとめたデータがこれまで存在していなかった。

本事業では、施策効果の見える化や評価につなげることができる家庭

のCO2排出実態等に関する統計調査（統計法に基づく政府の一般統計調

査）を実施し、広く活用できるよう地域差や属性別等の分析を行い、公

表する。なお、本業務は「準備」「実施」「集計」「追加分析」業務の

４年１周期の調査業務となる。

家庭構成や住居環境などの属性情報が紐づく家庭におけるエネルギー消費動向・ CO2排出量等を把握するための調査及

び追加分析を実施し、その結果を地球温暖化対策計画の目標における家庭部門のCO2排出量の削減に資する地球温暖化

対策の企画・立案に活用する。また、そのような施策の進捗評価に役立てる。

家庭のCO2排出実態等に関する統計調査を実施し、地球温暖化対策の新規立案及びPDCA等に活用します。

【令和７年度予算額 200百万円（200百万円）】

民間事業者・団体

平成25年度～

環境省 地球環境局 総務課 脱炭素社会移行推進室 電話：03-5521-8244

地球温暖化対策課 脱炭素ライフスタイル推進室 電話：03-5521-8341

■委託先
家庭部門のCO2排出量における目標・施策検討の基礎資料化

家庭部門における対策のPDCA・評価

統計調査の活用


